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erability for Microwave Access）は、無線 LAN（IEEE 
802.11）を発展させた中距離エリアをカバーする高速無
線通信技術であり、電車や車での高速移動中も通信可
能な技術である。国際規格 IEEE802.16 ─2004 をベー
スとする固定系の規格と、基地局自動切り替え（ハンド







しては、UQコミュニケーションズ（株）が、2009 年 2 月




する。山手線など JRの 44 駅に設置された 160 の基地
局を含め、合計 500 の基地局でのスター トとなった。無
線 LAN は一部のスポットエリアでしか使えなかったが、
モバイルWiMAX では、エリア内全域でのロケ シーョン
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図表　国内のWiMAXの周波数割り当て












固定 WiMAX 4.9GHz 帯 登録





















ム世 界 版（Worldwide version of System for Prediction 











































1）　Kang, B. and Ceder, G.“Battery materials for ultrafast charging and discharging”Nature Vol. 458, 190―193（2009）
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我が国の国際産業競争力を支える人材の育成





2002 年には 27 位に低下し、その
後 2006 年に一時的に 16 位まで上
がったが、2007 年には再び 24 位
に低下した。また、日本経済研究
センターによれば、経済の潜在競
争 力 に お い て も、2006 年 12 位、


















































































注1：IMD：International Institute for Management Development（国際経営開発研究所）
















































































































































































































































　し か し、2000 年 4 月 か ら 2008
年 4 月の間に鉄鉱石や石炭価格は









































































注3：OJT：On the Job Training　企業内で、上司や先輩が部下や後輩に対して、具体的な仕事を通じて、仕事に必
要な知識・技術・技能・態度などを指導し修得させること
我が国の国際産業競争力を支える人材の育成








































たった。安政 4 年 12 月 1 日（1858
年 1 月）の南部藩士大島高任による
“日本式高炉”を用いた初の連続出
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科学技術動向研究センターにて作成
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び販売不振のため、1971 年 12 月
に生産中止が決定された 1、2）。最
終的には 1974 年までに 182 機が生
産され、2006 年 9 月 30 日、国内
民間定期航空路線から引退した。
























































（WMO）お よ び 国 連 環 境 計 画
（UNEP）により 1988 年に設立され
た「気候変動に関する政府間パネル
















H2O ～ 1,290g、NOX ～ 15g 未 満、




















　IPCC が 2007 年に発表した第 4
次報告書でも、航空活動に起因す
る地球温暖化への影響が評価され
ている 10）。2000 年における CO2
排出量見積もりについては、1990
年の年当り約 330Mt CO2 から年当





と予測されるため、年率 1 ～ 2%
程度の燃料効率の改善では、航空








































者の地域への影響は相殺しない）メタンの減少 ·  巡航時に排出される NOX により周辺大気中のメタン（NOX ではなく他
の生成源によるもの）が減少、寒冷化の原因























































は、学習期間である第 1 期を 2007
年末に終了し、現在、京都議定書
の約束期間と同じく 2008 年 1 月か
ら 2012 年末を対象とする第 2 期に
入っている。
　欧州委員会は、京都議定書以降
を睨み、EU─ ETS 第 3 期である













































図表 3　英国の航空輸送によるCO2 排出量予測（対 2000 年比）
出展：参考文献16）
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　総合科学技術会議が 2006 年 3 月





















































る（ 独 ）宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構
（JAXA）は、第 1 期中期計画（2003







中期計画（2008 年 4 月 1 日～ 2013








には 2000 年に比べて約 3 倍に増加
する見込みである 16）。航空交通管
理（ATM）システムの改善、後述す
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出典：参考文献18─21）
航空科学技術に係る日米欧の研究開発動向



























究 開 発 で 開 発 さ れ て い る 小 型
ジェット機技術については、三菱
重工業株式会社（MHI）が 2008 年 3
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出典：参考文献26）









pean Aeronautics: A Vision for 
2020」（以下、「欧州航空ビジョン
























げ る こ と も 提 言 さ れ た 29、30）。






いる。図表 7 に示す通り、2002 年
10 月に発表された報告書では、民
間航空機ハイジャックによる米国




ATS の 効 率 化 お よ び セ キ ュ リ
ティ）が識別され、2004 年 10 月に
発表された報告書では、2020 年以





（2） 第 7次 EU研究開発枠組
み計画
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図表 8　FP7 における航空関連研究開発
1. 航空輸送の環境適合化
·  対象範囲：環境適合型航空機、エコ製造・メンテナンス、環境適合型航空輸送活動 







·  安全性を確保しつつ、全気象条件下でフライトスケジュールを遵守（フライトの 99％
がスケジュールの 15 分以内に発着）し、かつ、乗客の空港待合せ時間を大幅に短縮（短













を強化し、2020 年には 2001 年比で航空機開発費を 50％削減、市場投入時間を 50％短縮、
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EADS-CASA
174⊖ਁ䊡䊷䊨ᮮㅢ䈚䈱ᛛⴚታ⸽ ో䈩䈱 ᯏ૕ 䈏ኻ⽎ ⅣႺㆡวဳ䉣䊮䉳䊮䉣䉮ㆇ↪䉲䉴䊁䊛ᐙ੐䋺䊨䊷䊦䉴䊶䊨䉟䉴␠䇮䉰䊐䊤䊮␠421⊖ਁ䊡䊷䊨ᐙ੐䋺䊥䊷䊒䊓䊦␠䇮䉺䊧䉴␠
304⊖ਁ䊡䊷䊨 ᐙ੐䋺䉣䉝䊋䉴␠䇮SAAB␠393⊖ਁ䊡䊷䊨 䉪䊥䊷䊮䉴䉦䉟ᛛⴚ⹏ଔ⠪31⊖ਁ䊡䊷䊨 ᐙ੐䋺䊡䊷䊨䉮䊒䉺䊷␠䇮䉝䉫䉴䉺䉡䉢䉴䊃䊤䊮䊄␠159⊖ਁ䊡䊷䊨ᐙ੐䋺䉻䉾䉸䊷䊶䉝䊎䉝䉲䉥䊮␠䇮䊐䊤䉡䊮䊖䊷䊐䉜䊷⎇ⓥᚲ116⊖ਁ䊡䊷䊨図表 9　クリーンスカイの統合技術実証プロジェクト
出典：参考文献34）




















































































































































































世代（N＋1），2020 年頃の第 2 世代


























ら NASA 研 究 公 募（NRA: NASA 
Research Announcement）を行って
いる。2008 米会計年度の NRA で













































































































































騒音源遮蔽 ○ N/A × ×（費用） 短期 既存航空機
改装（ウィングレットなど） N/A N/A ○○ ×（改装費）
○○（低燃費化）
短期 既存航空機
代替燃料 N/A ○ ○○ ××（費用） 中期 既存航空機？






CDA ○ ○ N/A ○（燃料費削減） 短期 空港
離陸時推力低下 ○ ○ / × N/A ○（効果） 短期 空港
着陸進入角増加 ○ ○ N/A ×（費用） 中期 空港



























する。燃料消費量は Vjet の 2 乗に
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30
減目標の配分値を機体で約 20 ～
25%、エンジンで約 15 ～ 20％およ





























































国・地域名　 日本 欧州 米国
名称 エコエンジン クリーンエンジン ACARE N+1 N+2 N+3
実現時期（年） 2010 2012 2020 2015 2020 2030-35
騒音マージン注 1） -20dB -23dB -30dB -32dB -42dB 注 4）
LTO NOX 排出量注 2） -50% -80% -80% -65% -78% -78% 超
CO2 排出量 -10% -15% -50% 注 3） -33% -40% -70% 超




国名 英仏 日本 米国
名称 コンコルド 静粛超音速研究機 N+1 N+2 N+3
実現時期（年） 1976 2010 年代中頃 2015 2020 2030-35 
巡航速度 M2.05 >M1.4 M1.6 ～ 1.8 M1.6 ～ 1.8 M1.6 ～ 1.8 注 5）
航続距離（浬）注 1） 3,550 N/A 4,000 4,000 6,000
乗客数（人） 100 N/A（無人） 6 ～ 20 35 ～ 70 100 ～ 200
ソニックブーム 2 ～ 3psf 注 6） <0.5psf 注 7） 注 7） 注 8）
騒音マージン注 2） N/A - α dB 0dB 0 ～ -10dB -10 ～ -20dB
NOX  EI 注 3） 約 20 N/A （亜音速機並み） <10 <5
燃料効率注 4） 約 2 N/A 1.0 3.0 3.5 ～ 4.5
注 1）浬 =1.85km，注 2）ICAO Chapter4 基準値からのマージン，注 3）NOX 排出指数：巡航時における単位燃料消費量当りの窒素酸化
物排出量で、単位は gNOX/kg 燃料，注 4）乗客×マイル /lb 燃料，注 5）低ブーム飛行時の値、飛行制限無しの場合は M2.0，注 6）圧力
の単位で、lb/ft 2。1psf=47.88Pa，注 7）65 ～ 70PLdB［“Perceived Loudness”と言う物理的な圧力ではなく、人間の聴覚で感じる騒音レ
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